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本日のお話

1. ITを使った働き方改革に関する国の取り組みと、自治体の状況
（総務省へのヒアリング調査より）

2. 埼玉県さいたま市保育所入所選考へのAI活用
（さいたま市へのヒアリング調査より）

3. 自治体CIOの現状と、地方自治体でのITによる働き方改革を進めるためのポイント
（総務省、都道府県CIOフォーラム 統括 井出一仁氏〔日経BPガバメントテクノロジー
編集⻑〕、元CIO補佐官（現 総務省 企画官）三木浩平氏へのヒアリング調査より）

4. 今後の展望〜サービスデザイン思考の観点からの働き方改革
（総務省 顧問 篠原稔和氏〔株式会社ソシオメディア代表〕へのヒアリング調査より）

5. まとめ〜ITを使った働き方改革を進めていくために



I Tを使った働き方改革に関する国の取り組みと
自治体の状況

（総務省へのヒアリング調査より）



「働き方改革」に関する安倍内閣総理⼤⾂施政方針演説抜粋
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二 働き方改革

「働き方改革」を断⾏します。

（中略）

若いベンチャー経営者が私に語ってくれました。テレワークや週三日勤務を積極的に導入する
ことで、家庭の事情で⼤企業を辞めた優秀な人材を集めることに成功しています。

働き方改革は、社会政策にとどまるものではありません。成⻑戦略そのものであります。ワー
ク・ライフ・バランスを確保することで、誰 もが⽣きがいを感じて、その能⼒を思う存分発揮
すれば、少子高齢化も克服できるはずです。

（H30.1.22）



自治体におけるテレワーク導入状況
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市区町村でのテレワーク導入率は、2.0〜8.6％。導入率が低い背景には、地方自治体職員の業務にテレワークに適したも
のがないと思われている事や、職員がテレワークをする上で必要なセキュリティの確保等に地方自治体が課題を感じて
いることがあると考えられる。

総務省「地域におけるICT利活用の現状に関する調査研究」（平成29年）



政府のテレワーク推進体制（関係省庁連絡会議）
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デジタルガバメント推進における「働き方改革」の位置づけ
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ｃ
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（H30.6.27）

総務省における「働き方改革」の取り組み（１）

働き方改革チーム の取り組み概要
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総務省における「働き方改革」の取り組み（２）

総務省 働き方改革における８つの方針と２８の対応策の提案



総務省 地域IoT実装推進における「働き方改革」の位置づけ
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総務省 地域IoT実装推進における、地方自治体の取り組み例（１）

妊娠・出産・子育て支援PHRモデル（前橋市）

10※PHR（パーソナル・ヘルス・レコード）：個人が⽣涯にわたり自分自⾝に関する医療・健康情報を収集・保存し活用できる仕組み。



総務省 地域IoT実装推進における、地方自治体の取り組み例（２）

ICTを活用した市⺠協働による子育てモデル（⽣駒市、湯沢市）
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㈱AsMama



AIの活用による 働き方改革 事例

相談業務への活用

12



AIの活用による 働き方改革 事例

職員の業務支援への活用
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RPAの活用による 働き方改革 事例

⾏政事務・庶務業務の省⼒化

14



埼玉県さいたま市保育所入所選考へのA I活用
（さいたま市へのヒアリング調査より）



課題と対応策
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• さいたま市は、保育所入所選考（約8,000人を約300施設へ振り分け）にあたり、申請者の優先
順位や、きょうだい同時入所希望など 様々な希望を踏まえた、きめ細やかな選考を⾏う必要が
あるため、延べ約1,500時間（※）もの業務時間を要していた。

• 選考が遅れると、通知も遅れ、復職や再就職に影響。

※さいたま市の例（30名×50時間計算）。某政令市では延べ48,000時間（100名×８時間×60日）
など、自治体ごとにばらつきがある。

市の割当てルールを学習したＡＩが組合せを点数化し、得点の高い組合せを瞬時に導出

成 果
利得が最も高くなる組合せを瞬時に導出し、

こどもの優先順位を踏まえて最適解を即座に判断



成果
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• 人手では延べ約1,500時間かかる保育所の入所選考が数秒で完了。

• ＡＩで⾏った入所選考結果と、さいたま市職員が人手で⾏った入所選考結
果がほぼ一致（※）。
※実証から除いた障害児加配以外は一致。その後、障害児加配にも対応。

• 職員の負担軽減や、他の業務への人材の効率配分が可能に！

• 入所申請者への決定通知の早期発信により、入所不可だった場合の迅速な対
応や、 親の育児休業等からのより円滑な復職が可能に！
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� プレイヤー

さいたま市 子ども未来局 幼児未来部 保育課 ⺠間保育係
株式会社富士通研究所
国⽴⼤学法人九州⼤学
富士通株式会社

� 事業推進の流れ

• 平成27年：事業開始。システムを組むに当たり、まずは複雑な入所選考基準や手法を、
富士通や九州⼤学に学んでもらうことからスタート。

• 平成29年4月：人的手法による入所選考に関するデータを、さいたま市より、
富士通×九⼤へ提供。AIによるマッチング実験を⾏う。
→ 正確な結果を得る

• 平成29年8月：実証実験の結果に関するプレスリリースを配信。
• 平成30年6月ヒアリング実施時：さいたま市→導入に向けた検討を進める。

富士通×九⼤→夏の製品化を目指す。

プレイヤーと事業推進の流れ
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� 人口130万人、若い世代の流入が続く、さいたま市の保育園申込者は約
8,000人（昨年度実績。今年度はさらに増え、8,500人を想定。）

� うち1,000人が、いわゆる待機児童という状況である。

� 入所申し込みは郵送受付を⾏っておらず、一人一人に対して、窓口で
職員が対応するという、きめ細かい対応を特徴としている。

� 1月初旬の三連休に、一区当たり2〜3人×10区の職員が選考を⾏ってい
る状況。

さいたま市の状況

今年度の導入を検討
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� メリット

• 人的選考よりも結果が早く出るため、市⺠への回答を早めることができるため、セカン
ドベストな選択（別の保育園へのアプローチ）が早急にできるようになる。

• これまで選考を⾏ってきた1月の三連休の、休日出勤を廃止することができる。

� デメリット

• AIによる選考という結果に対する市⺠の納得度の低さから、クレームや選考過程公開
ニーズなどが高まり、人的対応に追われることが予想される。

• 上記の理由から、不満を持った市⺠の窓口対応のために、AIの選考結果から、該当する
児童の情報（選考過程、理由など）を抜き出す必要があり、そこにかなりの労⼒が割か
れることが予想される。

AI導入のメリット、デメリット
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� さいたま市としては、市⻑の意向があるため、前向きに導入を進めている。

� 保育園の入所選考基準は、自治体によってばらつきがあるが、厳密でない選考を⾏ってきた
自治体が、当システムの導入によって、より細やかな選考を図ることができるのではという
理由から、選考基準の⾒直しとのセットによる導入を希望する声が、さいたま市以外の多く
の自治体からあがっている状況。

実証実験を終えて〜AI導入の今後

AI導入によるメリット・デメリットを考慮した上で、
さいたま市の考える、ITによる働き方改革のあり方
“まずAIありきではなく、市⺠ファーストが⼤前提。

AIによる選考で空いた職員の勤務時間を、
よりきめ細やかな対応に当てるという考え⽅が必要なのではないか。“

AI導入によってセーブされた人的・資⾦的資源を
どのように活用していくべきかは重要なテーマ。

さいたま市では保育園の増設に取り組んでいる。（来年度11施設増設予定）



自治体 C I Oの現状と、
地方自治体での I Tによる働き方改革を進めるためのポイント

（総務省、都道府県 C I Oフォーラム 統括 井出一仁氏
〔日経 B Pガバメントテクノロジー編集⻑〕

元 C I O補佐官（現 総務省 企画官）三木浩平氏へのヒアリング調査より）
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• CIO（情報化統括責任者）については、都道府県では34団体（72.3％）、市区町村では1,521

団体 （87.4％）が任命している。

• CIOの役職は、副知事・副市区町村⻑が最も多く、次いで知事・市区町村⻑、同数（市区町村
ではほぼ同数）で、外部人材の任用となっている。

自治体CIOの現状（１）

CIOの現状

「平成29年度 地方自治情報管理概要 電子自治体の推進状況」より
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• CIO補佐官については、都道府県では22団体（46.8％）、市区町村では1,179団体（67.7％）
が任命している。

• CIO補佐官の役職は、課⻑級が最も多く、次いで部局⻑級となっている。都道府県では、外部
人材の任用も、部局⻑級と同数となっている。

「平成29年度 地方自治情報管理概要 電子自治体の推進状況」より

自治体CIOの現状（２）

CIO補佐官の現状
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業務委託形式によるCIO補佐業務を担当する場合、予算編成時や調達前にIT事業について審査に係るものの、
全体としては「外部有識者の枠を出ない」という内容になっている。 CIO補佐官が提言する内容は「アド
バイス」であり、実際にそれが実施されるかどうかは、課⻑クラスの裁量にかかっているという状況。

自治体CIOの現状（３）

CIO補佐官の活用状況

千葉市CIO補佐官のケース

他の自治体では、外部からの登用者に任せようとしない
「ITを活用した市⺠サービス等情報政策を⽴案する企画
者」、「庁内全体のIT資産やIT事業をマネジメントする統括
者」としての役割を遂⾏することのできる制度を設定。

1. 勤務形態：常勤の市職員
（あらゆる情報へのアクセス）

2. 所管：ITと⾏革
（ITとBPRを共に推進）

3. 権限：決済ライン
（総務局次⻑として情報部門の決裁事項を集約）

※ BPR：ビジネスプロセス・リエンジニアリング（業務プロセス革命）
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• これまでは、システムや機器導入に当たり、ベンダーと交渉することによる、予算削減と、業務の効率
化が主な役割であった。そのため、情報部門との連携による業務推進を図っていた。

• これからは、“デジタル・トランスフォーメーション”という考え方を踏まえ、ビッグデータの活用など
により、事業部門が、課題解決型（予防施策型）の事業開発を図っていくことが求められる。

今後のIT活用の可能性

デジタル・トランスフォーメーション時代に求められる対応
〜業務の効率化から課題解決型（予防施策型）へ〜

デジタル・トランスフォーメーションとは

2004年にスウェーデンのウメオ⼤学のエリック・ストルターマン教授が提唱したとされる、「ITの浸透が、
人々の⽣活をあらゆる⾯でより良い方向に変化させる」という概念。既存ビジネスをアナログからデジタルへ、
デジタルからアナログへとシームレスに変換できる組織への変革を指し、事業開発部門が高度なデジタルリテ
ラシーを⾝につけ、たり前にスクリプトをコードして問題解決するデジタル組織することを意味する。

守りから攻めの展開へ
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課題解決型のIT活用事例（１）

ちばレポ（千葉県千葉市・人口約97万人）①
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課題解決型のIT活用事例（１）

ちばレポ（千葉県千葉市・人口約97万人）②
• 「ちばレポ」では、市⺠パワーが関わってくることで、本来⾏政が対応してきた業務がセーブされるよ
うになった。

• 「ちばレポ」は、情報解析において東京⼤学との連携を図っているが、市⺠の個人情報保護という課題
をクリアするために、⼤学職員を、千葉市非常勤職員とし、市役所内に設置したPCで情報解析を⾏っ
た。
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• 「ちばレポ」は、サービスとして定着はしているが、全ての市⺠がPCやスマートフォンを使
用しているわけではないため、ITサービスとして全市⺠が活用しているわけではない。

• このことから、効率化のために窓口をなくすという選択肢はなく、プラスアルファのサービ
ス（業務の追加）となってしまう。

課題解決型のIT活用事例（１）

ちばレポ（千葉県千葉市・人口約97万人）③

これらの課題に対応するために

• 業務改革できる例として、料⾦支払いのオンライン化が挙げられる。一つの例として下⽔道
料⾦伝票発送のオンライン化に取り組んでいるが、例えば3割の住⺠でもオンラインに応じ
てくれれば、郵送の作業がセーブされることになる。

• 自治体の業務改革における最近のトレンドとして、「総合窓口化」がある。これは、市⺠が
窓口を移動しなくても、一つの窓口で手続きが終了することであり、千葉市では、転出入な
ど市⺠にとって複数の手続きが必要となるライフイベント関連の業務を統合する「ライフイ
ベント型」と、職員へのガイド機能などを有した支援システムの助けを借りて、サービス提
供を実現する「誰でも型」を導入している。
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課題解決型のIT活用事例（２）

糖尿病性腎症等重症化予防事業（広島県呉市・人口約24万人）
• 糖尿病や糖尿病性腎症で通院する被保険者に対して、人⼯透析への 移⾏等の重症化を防止し、被保険者及びその家族のＱ

ＯＬの維持向上を図ることを目的として、 広島⼤学⼤学院、主治医等と連携し、疾患への自⼰管理能⼒を高めるプログラ
ム等を提供する 連携システムを構築。

• 専門的な訓練を受けた看護師による個別指導プログラム、プログラム修了後の支援、低たんぱく等の⾷事方法の実践を学
ぶ料理教室、糖尿病予防講演会、患者家族会「呉そらまめの会」 への支援等を通じて、プログラム修了者の腎機能はほぼ
維持され、数値は改善し、人⼯透析を導入した者は、現在でもいないという結果を得た。
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課題解決型のIT活用事例（３）

⿃獣害対策事業（⻑崎県五島市・人口約4万人）
• ICTを活用した⿃獣害対策システムを導入。
• 出没検知センサーおよび捕獲検知センサーをGIS（Geographic Information System:地理情報システム）と連携させ、野⽣⿃獣

の出没や捕獲などの状況をリアルタイムで通知・可視化するもの。
• ⿃獣がよく出没するエリアを可視化したことにより重点的に罠を仕掛けることが可能となり、センサーを設置した五島市

福江島において、農作物に⼤きな被害をもたらしていたイノシシの捕獲頭数が前年度⽐5倍以上に増加した。さらに捕獲員
が事前に罠の状況を把握した上で効率的に⾒回りを⾏うことが可能になった。
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• 市区町村がITを活用した住⺠サービスを、フルセットで提供していくことは、人的にも予算的にも厳しい。
そのため、福祉、教育など住⺠サービス分野ごとのシステムを、圏域で共有していくことが望ましい。

• 住⺠サービスがIT化されても、アナログでのサービスを完全に廃止することはできない。ここに、地方自
治体のIT活用による働き方改革の限界があると考えられる。今後は、全ての住⺠サービスを⾏政が担うと
いう考え方では厳しいため、⺠間との連携によるサービス化を図っていく必要がある。

• デジタル化が進むことにより、⾏政と住⺠との関係が双方向となり、本当の住⺠ニーズを把握することが
可能となる。これまでは⾏政側の思い込みにより、ニーズに即さない、例えば、そこまでの手厚さを求め
られているわけでない住⺠サービスの提供がなされてきた可能性があるが、これにより、必要とされる住
⺠サービスの選択と集中を図ることが可能となる。

• 「IT化によって事前に問題が明らかになり過ぎることで、⾦銭⾯でも人的な⾯でも、⾏政負担がより増え
るのではないか？」と不安視する自治体もあるが、例えば「ちばレポ」の展開では、修復が必要な道路の
状態が、緊急度の高さと共に明らかとなり、全ての道路を一度に修復するのではなく、どこを優先的に修
復すればよいかを把握することが可能となった。このように、優先度を付けられるようになるのが、IoT、
AIの特徴の一つである。

地方自治体のIT活用による働き方改革に対する示唆



今後の展望〜サービスデザイン思考の観点からの働き方改革
（総務省 顧問 篠原稔和氏〔株式会社ソシオメディア代表〕への

ヒアリング調査より）
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サービス設計の基本ルール及び サービスデザイン思考の実⾏について
平成29年12月1日 電子⾏政分科会・規制制度 改革ワーキングチーム事務局 より

【今まで】
• ⾏政が提供しているものは、⾏政目線で用意した

「手続き」を、国⺠に 「使わせる」ものである
（役所中心）

• また、提供する相手は「国⺠」などとひとくくりに
扱われ、利用者ひとりひ とりの事情を考慮すること
が足りていない（提供者目線）

【これから】
• 「使わせる手続き」から、「使っていただくサービ

ス」への意識改革（国⺠ 中心）
• 今まで足りていなかった、サービスを受ける側の⽴

場も考慮した情報収 集、分析を実施し、 利用者の
本質的なニーズを把握（利用者目線）

総務省における「サービスデザイン思考による⾏政サービス」の取り組み（１）

サービスデザイン思考の重要性
プッシュ型からプル型へ
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総務省における「サービスデザイン思考による⾏政サービス」の取り組み（２）

サービスデザイン思考の実⾏に向けて
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総務省における「サービスデザイン思考による⾏政サービス」の取り組み（３）

サービス設計12箇条

第１条 利用者のニーズから出発する
第２条 事実を詳細に把握する
第３条 エンドツーエンドで考える
第４条 全ての関係者に気を配る
第５条 サービスはシンプルにする
第６条 デジタル技術を徹底的に活用する

第７条 利用者の日常体験に溶け込む
第８条 自分で作りすぎない
第９条 オープンにサービスを作る
第１０条 何度も繰り返す
第１１条 一遍にやらず、一貫してやる
第１２条 システムではなくサービスを作る
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• ⾏政管理局は、平成29年12月1日に、電子⾏政分科会・規制制度 改革ワー
キングチーム事務局によってまとめられた「サービス設計の基本ルール及
び サービスデザイン思考の実⾏について」に基づき、利用者目線の⾏政
サービスを実現するために、職員のサービスデザイン思考を養うための
ワークショップを展開した。

• これにより、管轄だけでは課題解決ができない⾏政業務を自ら把握し、部
署横断型でのミーティングが⾏われるなど、変化が⽣まれるようになった。

• 今回の総務省内での展開の成果を検証し、今後は自治体に広げていく予定。

総務省における「サービスデザイン思考による⾏政サービス」の取り組み（４）

職員の育成

システム思考からデザイン思考へのマインドセット
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電子政府 先進六か国で進む「サービスデザイン思考」の取り組み

2017年3月31日 経済産業省 平成28年度電子経済産業省構築事業
「デジタルガバメントに関する諸外国における先進事例の実態調査」調査報告書 より



まとめ
I Tを使った働き方改革を進めていくために
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まとめ〜ITを使った働き方改革を進めていくために

� ⾏政からの⽣産性革命の推進
•デジタルガバメントの強化を通じ、⾏政にとどまらず⺠間の各分野におけるデータ利活用を促進
•分野横断的なデータ利活用による新しいイノベーションの創出や社会構造の変革を目指す

� IoT、AI等を活用した活用した、課題解決型のサービス展開の増加
•さいたま市保育所入所選考
•ちばレポ など

� ITの利用に関する神⼾市への外部評価の高さ
•マイナンバーや在宅勤務の推進
•スマートフォン位置情報を活用したポートピア花火⼤会警備 など

総務省

他自治体

神⼾市

業務効率型から課題解決型へ ／ 市⺠への目線を第一優先にしたサービス構築を

さらに、デジタル・トランスフォーメーションや、サービスデザイン思考への対応推進も考慮


